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がん対策推進基本計画（抜粋） 

平成３０年３月 

 

 

（５）ライフステージに応じたがん対策 

 

がんによって、個々のライフステージごとに、異なった身体的問題、精神心理

的問題及び社会的問題が生じることから、小児・ＡＹＡ世代や高齢者のがん対策

など、他の世代も含めた「ライフステージに応じたがん対策」を講じていく必要

がある。 

小児・ＡＹＡ世代のがん患者に対する教育については、平成 28（2016）年の

法の一部改正によって、法第 21 条に、「国及び地方公共団体は、小児がんの患者

その他のがん患者が必要な教育と適切な治療とのいずれをも継続的かつ円滑に

受けることができるよう、必要な環境の整備その他の必要な施策を講ずるもの

とする」と明記されるなど、更なる対策が求められている。 

 

 

① 小児・ＡＹＡ世代について 

 

（現状・課題） 

小児・ＡＹＡ世代のがんは、他の世代に比べて患者数が少なく、疾患構成も多

様であり、医療従事者に診療や相談支援の経験が蓄積されにくいこと、乳幼児か

ら思春期・若年成人世代まで幅広いライフステージで発症し、晩期合併症のため、

治療後も長期にわたりフォローアップを要すること及び年代によって就学、就

労、生殖機能等の状況が異なり、心理社会的状況も様々であって個々の状況に応

じた多様なニーズが存在することから、成人のがんとは異なる対策が求められ

ている。 

 

小児・ＡＹＡ世代のがん患者の中には、成長過程にあり、教育を受けている者

がいることから、治療による身体的・精神的な苦痛を伴いながら学業を継続する

ことを余儀なくされている者がいる。しかし、小児・ＡＹＡ世代のがん患者のサ

ポート体制は、必ずしも十分なものではなく、特に、高校教育の段階においては、

取組が遅れていることが指摘されている。このため、小児・ＡＹＡ世代のがん患

者が治療を受けながら学業を継続できるよう、入院中・療養中の教育支援、退院

後の学校・地域での受入れ体制の整備等の教育環境の更なる整備が求められて
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いる。 

 

小児・ＡＹＡ世代のがん経験者は、晩期合併症等により、就職が困難な場合が

あるため、就労支援に当たっては、成人発症のがん患者とニーズや課題が異なる

ことを踏まえる必要がある。利用可能な制度や相談機関が、がん患者・経験者と

家族に周知されていない場合があること、周知されていても十分に活用されて

いない場合があること等の指摘がある。 

 

小児・ＡＹＡ世代の緩和ケアは、家族に依存しており、家族が離職する場合が

あるなど、家族の負担が非常に大きい。また、小児の在宅医療に対応できる医療

関係者は限られており、緩和ケア病棟もほとんどないとの指摘がある。 

 

 

（取り組むべき施策） 

国は、医師・看護師等の医療従事者に対し、長期フォローアップ1に関する教

育を充実させる。「小児がん治療後の長期フォローアップガイドライン」2等を活

用しながら長期フォローアップの体制を整備する。晩期合併症対策を専門とす

る医療体制を構築するとともに、晩期合併症に関する研究を推進する。 

 

国及び地方公共団体は、医療従事者と教育関係者との連携を強化するととも

に、情報技術（ＩＣＴ）を活用した高等学校段階における遠隔教育など、療養中

においても適切な教育を受けることのできる環境の整備や、復学・就学支援など、

療養中の生徒等に対する特別支援教育をより一層充実させる。 

 

国は、小児・ＡＹＡ世代のがん患者の長期フォローアップについて、晩期合併

症への対応、保育・教育・就労・自立・心理的課題に関する支援を含め、ライフ

ステージに応じて成人診療科と連携した切れ目のない相談等の支援の体制整備

を推進する。 

 

国は、小児・ＡＹＡ世代のがん経験者の就労における課題を踏まえ、医療従事

                                                   
1 「長期フォローアップ」とは、原疾患の治療がほぼ終了し、診療の重点が晩期合併症、

後遺症や副作用対策が主となった時点からの対応のこと（出典：がん対策推進協議会小児

がん専門委員会資料）。 
2 日本小児白血病リンパ腫研究グループ（JPLSG）の長期フォローアップ委員会が作成した

「小児がん治療後の長期フォローアップガイドライン」

http://jplsg.jp/menu11_contents/FU_guideline.pdf 

http://jplsg.jp/menu11_contents/FU_guideline.pdf
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者間の連携のみならず、安定所、地域若者サポートステーション3等を含む就労

支援に関係する機関や患者団体との連携を強化する。 

 

国は、緩和ケアに従事する医療従事者が、小児・ＡＹＡ世代のがん医療に携わ

る診療従事者と問題点や診療方針等を共有できるようにすること、入院中だけ

でなく外来や在宅においても連携できるようにすることを目的として、例えば、

小児がん緩和ケア研修会を実施するなど、小児・ＡＹＡ世代のがん患者に対する

緩和ケア提供体制の整備や在宅療養環境の整備等に必要な方策を検討する。 

 

 

② 高齢者について 

 

（現状・課題） 

 高齢者は、入院をきっかけに認知症と診断される場合や、既にある認知症の症

状が悪化する場合があるため、がん医療における意思決定等について、一定の基

準が必要と考えられるが、現状そのような基準は定められていない。 

 

高齢者ががんに罹患した際には、医療と介護との連携の下で適切ながん医療

を受けられることが重要であり、医療従事者のみならず、介護従事者についても、

がんに関する十分な知識が必要とされている。 

 

 

（取り組むべき施策） 

国は、認知症等を合併したがん患者や、看取り期における高齢のがん患者の意

思決定を支援するための方策について、検討を行う。 

 

国は、高齢のがん患者を支援するため、医療機関・介護施設等の医師、医療従

事者及び介護従事者が連携し、患者とその家族の意思決定に沿った形で患者の

療養生活を支えるための方策を検討する。 

 

 

【個別目標】 

国は、小児・ＡＹＡ世代のがんの経験者が治療後の年齢に応じて、継ぎ目なく

診療や長期フォローアップを受けられる体制の整備を進める。そのため、３年以

                                                   
3 「地域若者サポートステーション（通称：「サポステ」）」とは、働くことに悩み・課題を

抱えている 15歳～39 歳までの若者に対し、キャリアコンサルタント等による専門的な相

談支援、個々のニーズに即した職場体験、就職後の定着・ステップアップ相談等による職

業的自立に向けた支援を行う就労支援機関のこと。 
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内に、「小児がん医療・支援のあり方に関する検討会」及び「がん診療提供体制

のあり方に関する検討会」で検討を行い、小児がん拠点病院とがん診療連携拠点

病院等の整備指針の見直しを行う。 

 

また、高齢のがん患者の意思決定の支援に関する診療ガイドラインを策定し、

拠点病院等に普及させることを検討する。 


